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I　問題の所在
　18世紀末から今日までのイギリスにおいて連
綿と活動を継続している住宅組合　Bui1ding
Societiesの歴史の中で，二つの世界大戦に挟ま
れた戦間期は持家居住の本格的な深化・一般化
と固く結びついた一大発展期として知られてい
る。この時期に，一方における核家族化の進行
に伴う家族数の増加’〕，および郊外居住地の発
展，他方における家賃抵当利子の統制による民
聞賃貸住宅の減少，爆撃による住宅ストックそ
のものの減少といった両面からの要因に促され
て，新たにおよそ400万戸（3，998，O00戸）の住
宅が建設された。そのうち地方政府によって建
てられた住宅は100万戸余り（1，112，OOO戸）で
あったのに対して，民間の建築業者によるもの
はおよそ300万戸（2，886，000戸）に上っている2〕。
とりわけ1932年以降はある論者が建売住宅建設
の「黄金時代」と名づけたほどであって，新築
住宅が必ずしも評価されないイギリスの住宅文
化においてはまさに空前絶後の時期であった1〕。
このような新築住宅の多くは，住宅の賃貸業に
行き詰まりを感じた大家によって売り出された
中古住宅とともに持家居住を希望する人々によ
って購入されたから，個人に対する住宅購入資
金の融資に専門化していた住宅組合はその事業
規模を急速に拡大する結呆になったのである。
大雑把に言って，この時期に住宅組合の株と預
金はそれぞれ9倍に，また年問の抵当融資額は
5～6倍になったと言われている・〕。
　こうした事態は，戦間期において住宅組合の
会員層が19世紀とはくらべものにならないほど
拡大しつつあったことを意味する。19世紀の住
宅組合では「勤労階級が小規模な土地・住居を
手に入れるための協同組合的な組織」との体裁
が頑固に追求され，「貧しい人々に倹約の大切
さを教育する機関」との位置づけがことあるご
とに繰り返されていたにもかかわらず，住宅組
合会員の主たる部分に「労働者階級が…参加し
ていた可能性はほとんどなく，その意欲を持ち，
財政的裏付けがあり，かつ協同組合の運営に主
体的に参画できる資格と能力に恵まれた富裕な
階層に限られていた引」のであった。これに対
して戦間期には，これまでは持家居住に見向き
もしなかった階層，あるいは持家居住に魅力を
感じながらも貯蓄や収入の点であきらめざるを
得なかった階層が住宅組合の会員となって融資
を受ける可能性を真剣に考慮しはじめ，結果と
して住宅の保有態様において持家居住の占める
割合がじりじりと上昇することになった。19世
紀中にほとんど存在していなかった持家居住が
増加したこの現象を，保健大臣ネヴィル・チェ
ンバレンが「住宅保有態様の静かな革命」と特
徴づけたことはよく知られている。住宅を所有
し，地域コミュニティーに根差すことが市民杜
会の基礎となるという，いわゆる所有者民主主
義の思想がここには濃厚に示されていると言え
よう。
　住宅組合の会員となる人々のすそ野の広がり
は，労働者階級の少なくとも」部における実質
賃金の上昇など，住宅購入を可能にする物質的
条件が成熟したことにその原因を求めることが
できよう。しかし，きわめて短い期間に保有態
様の変化が急激に起こっていることは，このよ
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うな要因とは別に，比較的貧しい階層にも住宅
購入を可能と感じさせる新たな戦略が準備され
ていたことをも予想させる。とりわけ，住宅組
合が貧しい階層を助けて持家居住を実現する機
関であることを言圖いながら，実際には中産階級
に奉仕する単なる金融機関と等しい実態を鋭く
攻撃することによって，19世紀末に爆発的に成
長した特異な住宅組合，いわゆる「スター＝バ
ウケット型住宅組合」を事実上禁止した1894年
住宅組合法以降，一般の住宅組合はみずからの
存在意義を示すためにも，何らかの形で労働者
階級の間に会員のすそ野を広げる努力を払う必
要にせまられていたのである刮。本稿で検討す
る「割増融資」や「建築業者預託金制度Poo1
System」は，そのような住宅組合の経営戦略
の重要な一手段であったと思われる・1。
　ここで「割増融資excess　advance」というの
は，何らかの保証や追加的抵当・預託金の提供
を条件として，一般の私的抵当融資昌〕や住宅組
合で通常行われていた引よりも多く融資するこ
とを指している。住宅組合が融資する額と実際
の価格との差額，つまり」般的には住宅価格の
20～25％に該当する金額は，割賦購入の場合の
頭金と同様に購入者が用意して一括払いしなけ
ればならなかっかm。住宅組合の融資会員（融
資を受ける会員）に義務づけられる定期的な拠
出あるいは返済は可能であっても，頭金として
まとまった金額が準備できなければ住宅を購入
することができないわけである。この点を住宅
組合の側から見れば，融資会員が返済不能に陥
った場合，住宅の価格が当初よりも相当に下落
したとしても，この差額がある限り住宅組合が
損失を被る危険性は限定されていた。したがっ
て，かなりの財政的余裕を持つ者だけが融資会
員になり，かつ会員の利益と組合の利益とがあ
る程度まで同一視できた19世紀中は，この頭金
の問題がことさらに注目されることはほとんど
なかった川。ところが，先に述べたように住宅
組合に加入する融資会員の経済的階層が下がる
につれて，頭金の負担問題は住宅組合（経営者）
にとって無視することのできない重要な問題と
なったのである。
　こうして「割増融資」が現実の問題として登
場するわけであるが，抵当融資の安全性を考慮
に入れればそのためには何らかの保証が住宅組
合に与えられなければならない。そこで，例え
ば保険会杜と住宅組合とが提携して割増融資分
を保証する特別の保険商品を売り出し，それを
融資会員に購入させる方法や，割増融資を担保
する特別の抵当（見返り担保Co11atera1SeCurity）
を住宅組合が受け取るなど，様々な方法が考案
された。その中でも，建築業者が住宅組合に一
定の現金を預託し，それによって割増融資を保
証する方法は，1930年代の新築住宅ブームが進
行する過程で最も広く採用されたと考えられ
る。イギリス史上未曾有の新築住宅が建設され
たことを背景として，建築業者にとっては供給
過剰気味の住宅に対する買い手を首尾よく見つ
ける方法として，また住宅組合にとってもだぶ
つき気味の金融市場の中で融資会員を見つける
決め手として，この方法は両者にとって共に効
果的であったと思われる。
　ところで，これまでの住宅組合史の研究では，
この割増融資や建築業者預託金制度の実態，住
宅組合の成長に果たしたその役割などが詳しく
検討されているとは言い難い。もちろんこの問
題に触れている二，三の研究者がいないわけで
はなく，たとえばともに1960年代に出版された
クリアリーとボウリィーの著書においては，建
築業者のシンジケートが大きな力を持つにつれ
て預託金の額が次第に切り下げられ，住宅組合
運動の財政的立場が著しく傷つけられたこと’2コ
や，そうした建築業者の優位が粗悪な住宅
jerrybui1dingsの増加をもたらしたこと13〕などが
指摘されている。しかしその後は、このような
視角から建築業者預託金制度に触れた研究はほ
とんど見られない。ボディーは1980年代の研究
で保証制度について全般的に言及してはいる
が，そこでは住宅組合が安全上の理由から割増
融資に対して一貫して消極的であったと強調さ
れ，建築業者預託金制度が存在したことすら明
確に指摘されてはいない14コ。ここにも，住宅組
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合史の研究における通説的立場に顕著な「予定
調和論的観点」が鮮明に現れていると言わざる
を得ない1ヨコ。
　本稿では，主として1930年代のいくつかの文
献を読み比べることによって，割増融資とその
前提としての各種の保証制度，とりわけ建築業
者預託金制度が戦問期の住宅組合にとってどの
ような意味を持ったのかという問題についての
同時代の見方を紹介し，今日では明確に意識さ
れることのない論点を発掘してみたい。ついで，
建築業者預託金制度についてきわめて広範な関
心を集めたとされるいわゆる「ボーダーズ夫人
訴訟」の経過とそこで浮き彫りにされた問題点
をやや詳しく検討し，そうした問題点の総括が
1939年住宅組合法でどのように行われているか
を概略的に跡付けることとする。
皿　割増融資と預託金制度　同時代
　　の文献から
　すでに述べたように，19世紀には一般的に割
増融資がほとんど行われていなかったことか
ら，この時代の住宅組合に関する文献で割増融
資について言及したものはほとんど見当たらな
い。これに対して今世紀に入ると，とりわけ
1930年代前後を中心として，様々な規模の住宅
組合の抵当融資にとって割増融資がまったく普
通の手続きとして採用されていたことを示す文
献をいくつも見出すことができる。最初に，
1929年時点で活動中の110の住宅組合をアトラ
ンダムに選択して統計的に処理したブレイスの
文献から，当時の保証制度の全体像を検討して
おこうユ刮。
　一般的に言って，住宅組合の通常の融資比率
は，返済期問が20年以内の場合には75％，また
15年以内では80％となる（どちらも当該住宅の
評価額または価格のうちの低い方に対する割
合）と述べた後で，これを超える融資が行われ
る例としてブレイスは次の三つの事例を挙げる。
1925年住宅法第92条に基づく地方政府の保
証が得られる事例。これは持家居住のため
の融資に限定されておりユ引，保証される融
資比率は最高90％以内である。
保険会社による保証が得られる事例。割増
融資分の10％程度の保険料を支払うと90％
　までの融資を受けられる。
第三者（」般的には建築業者）が現金を住
宅組合に預託し，その保証のもとで25％ま
での割増融資を受けられる事例。現金を預
託する第三者と住宅組合との交渉に基づい
　て預託金の額が決められるが，通常はその
　50％程度である。
この三つの事例のそれぞれについて，住宅の
価格（または評価額）を£1，OOOとして融資額
と融資会員のコスト，頭金等を比較したモデル
が表1である。この第三の事例，すなわち割増
融資に対する現金の預託が建築業者によって行
われる場合が，本稿で検討する建築業者預託金
制度であるが，ブレイスはもう少し一般的な叙
’述をしている。ここでは預託金の額は50％程度
表1　三つの保証制度比較（住宅価格£1，000）
保証制度
通常の融資
地方政府の保証
保険会杜の保証
第三者による預託金
通常の融資額
£750
£750
£750
£750
割増融資額
£150
£150
£200
融資会員のコスト
£151i
頭金’■
£250
£100
£115
£50
注1）融資会員が融資にあたって用意しておかなければならない金額。
　2）割増融資額（£150）の10％＝£15。
出所）Brace（ユ93ユ），p．ユ79をもとにして作成。
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と芦れているが，もともとは割増融資を安全な
らしめるために増額分の全額が預託されていた
ようである。しかし融資をめぐる住宅組合間の
競争が激しくなるとともに預託金の額は次第に
切り下げられたと言われている1副。たとえばコ
ゥエンは，1933年出版の書物の中でブレイスの
表1とまったく同じ例を挙げた後に，さらに進
んだ建築業者預託金制度の例として，建築業者
の預託金がわずか£30であるにもかかわらずほ
とんど100％の融資が行われる場合があると主
張している’9〕。とにかく，第三の事例は，最も
少ない頭金しか必要なく，「まったく貯金のな
い人を惹きつける列手段であった事が容易に
見て取れよう。
　ところで，ブレイスの数年後に保証制度につ
いて論及しているベルマンは，ブレイスが全然
触れていないもう一つの別の方法を指摘してい
る。それは，土地・家屋，証券類（保険証書を
含む），当該組合への預金口座など，抵当融資
を担保する土地・家屋とは別の担保（追加的担
保，または見返り担保CO11atera1SeCurity）を住
宅組合に提供する方法で，上記の三番目の事例
の変種（現金預託の代わりに現物を担保とする）
とみなすことができよう。ここでも第三者が担
保を提供するのが一般的であったが，融資を受
ける本人が提供する場合もあったとされてい
る刎。また1930年代の半ば以降になると，これ
以外にも上記一番目の変種と言うべき保証制度
なども考案されていた・・1ことが指摘されてい
る。このほかの論者では，1935年に住宅組合職
員にとっての実用的な手引書を出版したライリ
イが，建築業者預託金制度を含めた割増融資全
般について，簡単な叙述ながら言及している23］。
これに対して建築業者預託金制度に言及してい
ない論者もいないわけではない。たとえばホジ
スンは1929年出版の著書の中で，80％を超える
融資には見返り担保のような保証がつくことが
普通であると述べた後，そうした損失補償は地
方政府や保険会社から与えられるのが一般的で
あるとしている洲。またマンスブリッヂは「コ
ーオペラティブ住宅組合」の設立50周年を記念
して1934年に出版された書物において，「多く
の優秀な人々が融資を受けたいと希望して
も…・評価価値の25％に該当する金額を用意す
るか，または見返り抵当を提供（あるいは第三
者に提供してもらう）しなければならないとい
う点でつまずくことに，住宅組合経営者は頭を
悩ませていた」としながら，「コーオペラティ
ブ保険組合25〕に安価な保険料を支払うと，その
人間が健康上の問題がなければ評価額の90％ま
での融資を受けられる」とだけ述べている・・j。
これらの論者が建築業者預託金制度に関心を払
わない理由をみきわめることはできないが，後
者の場合は特定の住宅組合の足跡に焦点を当て
ていることと関連があろう！7〕。前者については，
それが著された時代が少々早いことが関係して
いるかもしれない。
　それはともかくとして，建築業者預託金制度
は融資会員にとっての端的な有利さに加えて，
新築住宅の建設と個人への販売が活発になった
ユ930年代には，大規模な住宅団地を開発した建
築業者が住宅商品の販売促進の手段として活用
したこともあわせて極めて広範に採用され，戦
問期に持家居住を大幅に増加させる上で重要な
貢献をしたと言われている・宮〕。
　しかし割増融資一般が，あるいは建築業者預
託金制度に限定したとしても，そうした慣行は
ただ便利な制度として当初から住宅組合関係者
によって歓迎されていたとは言えない。むしろ，
最初の住宅組合法である1836年住宅組合法で
も，あるいは住宅組合法のマグナ・カルタとい
われたユ874年住宅組合法でも，抵当融資の基本
は融資会員が購入する住宅・土地を担保とする
融資であって，それに加えて別の担保を追加す
る等の割増融資に対しては原理的な反対論が強
かったように思われる。そのような反対論のう
ちで最も古くに潮れるものは，管見によれば
1906年に『住宅組合』という書物を出版した元
友愛組合登録長官ブラブルックの議論である。
　彼は「住宅組合が…保険会社の証券などを
受け入れるだけでなく…現金の預託depositを
担保として受け入れた事例があることを承知し
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ている2引」と述べた後で，「これらの問題は，
事業体としての住宅組合が自己の安全性をいか
にして確保するかという大きな問題の一部にす
ぎない」として，融資の安全を保障するための
担保一般へと論を進める。19世紀の住宅組合法
が定めるところによれば，住宅組合の会員への
融資は，その融資によって購入されるフリーホ
ウルド，コピーホウルド，リースホウルドの土
地・住宅を担保にする抵当融資であることが原
則とされていること，それらの不動産は他に抵
当権が設定された二次抵当であってはならず，
一次抵当でなければならないこと帥〕をブラブル
ックはまず確認し，続けてイギリスの住宅組合
法では「見返り担保でさえも認められていない」
と指摘する。だからこそ「もしも注意深く，か
つ正直な経営が行われているならば，住宅組合
はあまり豊かでない人々にとってもっとも安全
かつ最良の投資方法であると，何のためらいも
なく断言することができるのである。」こうし
た立場から，割増融資を可能にする前提として
の保証，追加的な担保などは，ブラブルックに
よればすべて法律違反とみなされるのであ糺
　・住宅組合の役員達が，会員への融資を認め
る際に，抵当以外にほかの担保，すなわち保険
証書や追加的保証を与える個人的な担保などを
受け取っている例が見聞きされるが，これは明
らかに法律違反である。これに対する反論とし
て，すでに抵当を取っている上に見返り担保を
追加的に取ったところで何の危険性もないはず
だと主張するのは欺聴的である。なぜなら，も
しもある融資にとって抵当が充分であると両当
事者が感じているのなら，見返り担保が提供さ
れ，かつ受け取られることは絶対にありえない
はずだからヨ’〕。
　見られるように，ブラブルックの反対論は極
めて明瞭で反論の余地がないが，しかしこうし
た法律的な難点を放置して現実が先に進んでい
った原因までも説明するものではない。と言う
よりもまさにベルマンが正しく指摘したよう
に，法律的な難点があったのは事実としても，
他方では1923年住宅法で地方政府による割増融
資の保証が定められ，そうした保証を広く行わ
せるための保健大臣名の回状まで出される「き
わめてトンチンカンな状態32〕」がもたらされた
のはなぜかが問われなければならないのであ
る。しかし同時代の住宅組合関係者の文献では，
この問題に答えたものはほとんどない。そのよ
うな状況の中で，すでに触れたコゥエンの著作
『住宅組合の金融』はなかなか興味深い論点を
展開している。
　コゥエンは，この時期の住宅組合にとって，
他の住宅組合との競争だけでな＜，抵当融資を
行う保険会杜，不動産会杜，友愛組合などとの
競争も熾烈なものがあったとする。これを一方
の要因とし，他方では「住宅不足，多数の人々
のもとでの実質賃金の増加，持家居住への熱情」
などの要因がからまりあって，住宅組合は「資
産価値に対する保守的な評価」の75％を融資す
るこれまでの憤行に反してじわじわと融資比率
を上げているのだとコゥエンは指摘するのであ
るヨヨi。こうして「一見すると不十分な担保しか
ない融資」が増えるのであるが，その一例が既
に見た建築業者による預託金であった。彼が挙
げた例では，£1，000の融資，およそ£230の割
増融資に対して建築業者の預託金はわずか
£30，すなわち2割以下でしかないのである。
このような過剰な融資は住宅購入者にとって有
利であるように見えるが，しかし支払利一自、が増
える釧などの負担増を考慮すると相当リスキィ
である。同時に「まったく貯金のない人を惹き
つける」ことは，返済金の滞納が増えるなど住
宅組合の経営にとっても決して一義的に有利と
は言えない要素を含んでいるのである。したが
って割増融資によってもっとも得をするのは建
築業者であるとコゥエンは断定する。
　住宅組合の過当競争によって，住宅組合の経
営にとって危険な要素を含む割増融資を認める
流れができているという認識の延長線上に，コ
ゥエンは住宅組合の資産評価についての問題点
までも挟り出す。つまり少しでも多額の融資を
戦間期イギリスにおける住宅組合と｢建築業者預託金制度｣
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行うことが競争に勝利する条件であるならば，
資産評価を甘くすることによって融資額を増や
す手っ取り早い方法に頼る傾向がいたるところ
に見られたと主張されるのである。19世紀の文
献であれ今世紀のそれであれ，資産評価が正し
く行われる事は住宅組合にとって言わずもがな
の当然事とされていたのに対して，コゥエンは
戦間期の住宅組合にインフレ評価が行われる構
造的要因があったことを指摘した，ほとんど唯
一の論者である。次の引用に注目されたい。
　・・物件の評価は平時でも困難だが，急速に価
格の下落している時期にはとりわけ困難が倍加
する。しかし，住宅組合が抵当融資をめぐって
競争している場合には，評価の仕事は物件の状
態や環境・古さ・価格・賃貸価値・将来にわたる可
能性などを勘案した科学的な評価にはなり得
ず，融資政策が優先させられてしまう。しばし
ば正直な評価担当者は楽観的な担当者にとって
替えられる。もしも二つの住宅組合がそれぞれ
評価担当者を雇用した場合，高い評価を出すも
のの方が多くの仕事を獲得する傾向が見られる
はずである……。
　さらに続けて，住宅組合業界のモラル問題に
関連して少し以前に行われた論争とそこでの結
論ヨヨ］に関連して，彼は次のように指摘する。
「住宅組合はある割合以上の融資をしない，と
いった取り決めを作るべきであるとしばしば主
張されている。しかしこの運動の構造を全体的
に根本から変えなければ，取り決めを作ること
すら可能であるとは思えない。さらにもし可能
であったとしても，競合関係にある他の機関に
住宅組合がやすやすと仕事を譲るとは考えられ
ない。」
　以上の検討から，戦間期の住宅組合関係者の
あいだでは，割増融資や建築業者預託金制度に
ついて融資会員のすそ野を広げるための便利な
方法といった認識が多勢を占めていたこと，し
かし一見して違法なのか合法なのか明確に線を
引きにくいような錯雑した状況があり，同時に，
新築住宅を売りたい一心の建築業者の圧力と融
資会員を拡大したい住宅組合の思惑が重なっ
て，住宅組合の基本原則がなし崩し的に緩めら
れているという認識もあった。このような状況
の中で，建築業者預託金制度に伴う問題がもっ
とも典型的かつ赤裸々に現れた同時代の出来事
として，ブラッドフォード第三次公正住宅共済
組合Bradford　Third　Equitab1e　Benefit　Bui1ding
Society（以下では省略して「ブラッドフォー
ド住宅組合」と称する）とボーダーズ夫人との
間の紛争（いわゆる「ボーダーズ夫人訴訟」）
があった。次にその経過と結果について検討し
よう。
皿　ボーダーズ夫人訴訟
　ロンドンのタクシー運転手であり法学徒でも
あるジェイムズ・ボーダーズの妻，エルシー・
ボーダーズは1934年10月にブラッドフォード住
宅組合からの融資（95％）によって£730のセ
ミ・ディタッチトを建築会杜「モレルMorre11
Ltd．」から購入した。購入後，ボーダーズ夫人
は£121余りを返済したが，後に述べる事情か
らその後の返済を留保した。そのため1937年夏，
ブラッドフォード住宅組合は3ヶ月の返済滞納
を理由にこの住居から立ち退くことをボーダー
ズ夫人に求めて提訴したのであった。このあり
ふれた裁判によって約四年にわたる大きな騒ぎ
が惹き起こされた。大衆新聞は騒ぎ立て，ボー
ダーズ夫人を見習って返済を留保する住宅組合
会員が相次ぎ，住宅組合史に残る事件となっ
た3石コ。
　この住宅はモレルが建設・販売したが，モレ
ルとブラッドフォード住宅組合との協定に基づ
いてモレルが現金を預託し，その代わりに95％
の融資が行われた。購入に際してモレルは被告
ボーダーズ夫人にパンフレットを見せたが，そ
こにはモレルの建築する住宅は地方政府の厳格
な監督のもとに工事が行われた高級な住宅であ
ること，また代表的な住宅組合との特別の取り
戦間期イギリスにおける住宅組合と｢建築業者預託金制度｣
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決めによって95％の融資が約束されているこ
と，などが記されていた。ところが実際に入居
してみると，屋根は雨漏りし，寝室の除湿は完
全でなく，また給湯設備は壊れているなど，
数々の欠陥が明らかになった。そのためにボー
ダーズ夫人は当初の抵当証券への署名を拒否
し，必要な修理が行われることを条件とする抵
当証券が新たに作成された。にもかかわらず一
向に修繕が行われなかったために，被告は返済
を留保したのであった。したがって，返済の滞
納を理由とした原告の提訴に対して被告は次の
二点の反論をおこなった。第一に，ブラッドフ
ォード住宅組合はモレルから現金を預託金とし
て受け取っているが，この行為は住宅組合法に
もまたブラッドフォード住宅組合自身の規約に
も違反しているから，ボーダーズ夫人はブラッ
ドフォード住宅組合の抵当証券に拘束される必
要がない（つまり返済の滞納を理由として立ち
退きを追られることはない）こと，第二に，ブ
ラッドフォード住宅組合はモレルの詐欺的なパ
ンフレットの叙述を黙認し，被告に対してこの
住宅の品質があたかも住宅組合によって保証さ
れたものであるかのような印象を与えたことに
ついて，被告に対して£500の損害賠償とすで
に支払った返済分（£121余り）の返還を行う
こと。
　1939年2月に下された判決は，第一に見返り
担保の違法性云々について本件との関係を認め
ず，判断を保留したままで抵当証券そのものの
有効性を確認し，第二に，住宅の欠陥を認めつ
つも，建築業者のパンフレットの叙述について
の住宅組合の責任を認めず，したがって被告に
対する損害賠償の求めも退けたのである。ボー
ダーズ夫人訴訟が始まって以来，建築業者預託
金制度に対する不信の声が高まり，また欠陥の
ある住宅を購入してしまった融資会員がボーダ
ーズ夫人に倣って返済金の支払いを留保する例
が全国で相次いでいたから，原告が完全に勝利
したヨ7〕この判決は住宅組合関係者の心から歓迎
するところとなった。住宅組合協会が判決直後
に発表した次に掲げる声明から，このような事
情が如実に窺われよう。
　融資を受ける会員が返済義務を履行するとの
前提に基づいて，住宅組合が建築業者から保証
金を受け取る事は，住宅組合の活動を公益に基
づくよう厳格に規制している住宅組合法に与え
られた権限を逸脱しているとの考えから不払い
が行われていると思われます。しかし，保証金
の目的は，」にかかって投資会員の資金に不適
切なリスクを負わせることなく通常可能な金額
以上の金を融資会員に融資することにあり，そ
の結果として購入者がわずかの頭金を支払うだ
けですむように援助することであります。この
点に充分留意される必要があります。
　判事ベネット閣下の判決ではきわめて明瞭に
次のように決定されています。すなわち，住宅
組合が建築業者の保証金を受け入れることだけ
でなく，その結果として多くの金額を融資する
ことも，法律的な権限から逸脱してはいないこ
と，したがって抵当融資の前提となる義務を履
行しない融資会員に対して住宅組合が通常の手
続きを取ることを禁ずる理由はまったくないこ
と，であります。住宅組合はこの判決に基づい
て，返済を留保するに至っている融資会員が滞
納分を遅滞なく支払うことを期待するものであ
ります。
　圧倒的多数の融資会員はその責務を固く守っ
ており，その大部分が住宅組合内における不正
の組織を固く禁じた宣誓に署名しております。
こうした会員の名誉のために，135万人にもの
ぼる住宅組合の融資会員の中で，不正を企てる
ものの数はまったく無視し得るほど僅かにすぎ
ないことを強調しておきます・
　しかし住宅組合関係者が安堵したにもかかわ
らず，裁判はこれで終わったわけではなかった。
ボーダーズ夫人は預託金等の違法性と損害賠償
を求めて控訴し，1939年12月の審理によって翌
1940年1月に控訴審の判決が出された。この控
訴審判決は，一方では預託金等の違法性の主張
を退けたが，他方では建築業者のパンフレット
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の誤った詐欺的な叙述に対するブラッドフォー
ド住宅組合の責任を認め，ボーダーズ夫人に対
する損害賠償を命じたのであった。すなわち，
ブラッドフォード住宅組合とモレルとは共謀し
て欠陥住宅をボーダーズ夫人に売りつけた共犯
者とみなされたのである。この決定は住宅組合
に驚情をもって受け止められた。建築業者が発
行するパンフレットの一句一節に対して住宅組
合が注意深く検討しなければならないという議
論を承認できないブラッドフォード住宅組合は
さっそく最高裁（貴族院）へ上告し，1941年5
月に判決を得た。この判決では，コモンロー上
の詐欺罪成立要件を本件が満たしていないと判
定して控訴審判決を覆し，ほぼ一審判決通りブ
ラッドフォード住宅組合の全面的な勝利を確認
したのである。貴族院の判事たるポーター卿は
次のように述べている。
　建設業者モレルはボーダーズ夫人に対して
誤った言辞を弄して住宅の購入に同意するよ
うに仕向けたが，その場合に建設業者は住宅
組合の監督下で行動する代理人として機能し
ていた，と被告は主張する。このような結論
を導くために…この融資事業が建設業者と住
宅組合との双方の利益のために獲得され，建
設業者は住宅購入を希望する人問に対して融
資を受けるように説得する役目を負い，その
ために申請書類が送付され，つまりモレルは
住宅組合と共通の利益のために行動していた
こと，すなわち両者は共同企業joint　adven－
tureであること，などが主張された。…この
ような論理は成功していないことにすべての
貴族議員閤下が同意されると考える。この議
論のためには，モレルが住宅組合の代理人で
あることを証明しなければならない。しかし
私の見るところでは，建設業者と住宅組合と
は共同企業co－adventurersの関係でもなけれ
ば，代理人一依頼人の関係でもない。建設
業者はその顧客が住宅購入を実現する上で必
要な金の一部を借りることができるよう，便
宜を提供したいと希望している。そのために
建設業者は住宅組合に打診し，いくら融資し
てくれるのか，どのような担保が必要か，返
済期問はどのくらいかを尋ねる。住宅組合は，
購入を希望する人に決断させるためのあの手
この手には関心を払わない。証拠を見る限り
では…住宅組合はいくらかの金を貸さなけれ
ばならないとの義務をわずかでも負ってはい
なかったし，他方でモレルも住宅組合のため
に仕事を獲得する責任を負っていたわけでは
ない。両者はそれぞれ自らの利益のために行
動する独立した存在であった。モレルは住宅
組合の代理人として活動したのではなく，そ
の顧客が定められた期間，一定の担保と返済
を条件として住宅組合に融資を申請すること
ができるように取り計らったのであって，そ
れ以降の成り行きは両者が望んだ場合に限り
共同でことを進めたにすぎない。…モレルが
顧客に対して当該の住宅組合に申請するよう
に求めなければならない立場にあったとか…
住宅組合が融資を与えなければならなかった
とか…あるいは建設業者の言辞の真偽を検討
調査したり，パンフレットの叙述を分析する
ことに住宅組合が関心を払った…などの事実
を示す証拠はなかった。両者の共同関係はそ
の後に始まるのである。購入予定者が購入予
定物件に満足して融資を申し込んだとする
と，住宅組合はサーベイヤーに住宅の担保価
値を検討させ，預託金と融資会員の個人的な
資産とを勘案して融資の適否を判断するであ
ろう。購入希望者が購入を決断するように仕
向けるのはモレルの仕事であって，住宅組合
がモレルに勧めたり命じたりすることではな
いのである3副。
　とにかくこうして長い裁判は終わった。一審，
控訴審，最高裁と進む過程で多少の判断の揺れ
はあったものの，ボーダーズ夫人の提起した問
題はほとんどすべて却下され3旦〕，ブラッドフォ
ード住宅組合関係者は文字どおり胸をなで下ろ
したものと思われる。しかしこの裁判が提起し
た問題がこの判決で片付いたのかといえば，そ
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うではなかったと言わざるを得ない。預託金や
見返り抵当の違法性に関しては裁判所が積極的
に判断したことは何もなく，この裁判の争点に
とって特別の関係をもたないと認定されたに過
ぎない。また欠陥住宅や建築業者の誇大広告と
住宅組合の関係についても，ただ詐欺罪を構成
する法律的な要件を欠いているから住宅組合の
責任を積極的に問うことはできないと判断され
ただけで，同時代人が指摘していた資産評価と
住宅組合との関係に関するいくつかの問題はま
ったく解決されていなかった。こういう次第で，
ここで提起された問題は1939年住宅組合法にお
いて，裁判の判決とは異なった仕方で解決され
るほかなかったのである。次にその点を簡単に
見ておこう。
V　小括　1939年住宅組合法
　1939年住宅組合法Bui1ding　Societies　Act，
1939（2＆3Geo．6．Ch．55）には次のような長い
正規の名称があった。「住宅組合による融資の
実行に関する法律，およびその際の担保に関す
る法律，さらに融資に際しての手数料の支払い
に関する法律，住宅組合の経営に携わる人々の
責任に関する法律の宣言dec1areと修正のため
の法律」。ここにあげられているのはすべて住
宅組合の割増融資とそのための保証をどのよう
なルールで行うか，住宅組合が融資する住宅の
質や価格に対して住宅組合はどのような責任を
負うか，といった問題ばかりである。そのこと
は1939年法の目次を一瞥するだけでも了解でき
るであろう（表2参照）。全部で18条と長い「付
表」からなる1939年法の各条文の詳細な検討は
別の機会に譲り，ここでは「ボーダーズ夫人訴
訟」の過程とその判決によって浮き彫りにされ
たいくつかの問題点にこの法律がどのように応
えているかという論点に限定して検討して，本
稿のまとめに代えたい二
　第ユ条は，この法律制定以前に行われた割増
融資，および住宅組合が受け取った追加的担保
（見返り担保）をすべて合法的なものとしてい
るが，それは既存の法律の改正でもなく新たな
制定でもなく，上に引いた正規の名称の中に言
うところの「宣言」である。プライスは第1条
に関して「住宅組合が要求したことは常に法律
になるということを法的な形式で宣言した」条
項であると特徴づけているが，正鵠を射たコメ
ントであろう。第2条から第4条まで（付表を
含む）では，この法律の制定以降，一定の条件
を満たした追加的担保と割増融資は合法と認め
られることが規定される。こうして1900年代初
めにブラブルックによって指摘されて以来，
「ボーダーズ訴訟」判決によっても回避された
にすぎない法律と現状の乖離の問題がここで初
めて解決されたのである。なお，付表を含めて
39年法で定められている追加的担保と割増融資
のための条件は，その当時慣行的に広く行われ
ていたものを全面的に踏襲していることを付言
しておこう。要するに原理問題に関するこの法
律の立場は現状の追認であって，新たなハード
ルを特別に課したわけではない。
　第5条は，保健大臣が認可した建築業者の団
体が公平な評価を行うことを通じて，粗悪な欠
陥住宅が淘汰される仕組みを提案している。こ
れはすでに1937年に結成されていたその種の団
体（Nationa1House－Bui1dersRegistration
Counci1）を権威ある業者団体として認可する
ことをもくろんだ条項であろうω。この法律で
自らの生産物（商晶としての住宅）の品質に対
する建築業者の責任が云々されているのはこの
第5条だけで，それも上に見た通り極めて問接
的なものである。つまり，住宅の質的向上に対
する建築業者の関わりは，あくまでも市場にお
ける競争を通じて事実的に決定されていくもの
と認識されていることが見て取れよう。ただし
第9条の2項には，次に示すように建築業者と
いう言葉は使われていないが，「ボーダーズ夫
人訴訟」における争点の一つが明確に意識され
た規定が置かれている。
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　　　　　　　　　　　表2　1939年住宅組合法の条文構成と内容の概略
第1条　本法施行以前に行われた融資に関する追加的担保の取り扱い
　　本法施行前に，住宅組合がフリーホウルドあるいはコピーホウルド，リースホウルドの資産を担保として
　融資の額を決定した際に，これらの資産以外の追加的担保の価値をも考慮に入れる権限を持っていたと見る
　べきこと。
第2条　本法施行以降の，会貝に対する融資に関する追加的担保の取り扱い
　　本法施行以降，住宅組合会員に対する融資では，本法の適当な条項および付表に定める条件を満たす追加
　的担保を勘案することができる。
第3条　住宅組合会員に対する割増融資を行う権限
第4条　住宅組合会員以外への融資における追加的担保の取り扱い
第5条　粗悪な住宅を防止するための団体認可
　：保健大臣は，特定の団体が次の諸条件を満たした場合，大蔵大臣との合意に基づいて本条の目的を達成す
　るためにその団体を認可することができる。
　（ユ）その団体の目的に，住宅水準の改善が含まれていること
　（2）住宅が一一定の水準を満たしている場合には証明書を発行すること
　（3）証明書が与えられた住宅がそうした水準を満たしていることを確実に保証する手段があること
　（4）証明書が与えられた住宅が水準を満たLていなかった場合には，そのために生ずる損害に対する賠償の
　　　取り決めがこの団体にあること
第6条　特定の融資の返済期間
　．建築業者委託金制度における返済期間は通常20年，特別な状況の下では23年とする。
第7条　第三者から担保を受け取っている場合の会員に対する通知
　：追加的担保を第三者から受け取って融資を行う場合には，住宅組合が判断する融資額（もとの融資額と割
　増融資額の両方），追加的担保の詳細，を書面で会員に通知しなければならない。
第8条　通知が行われていなかった場合の購入者の権利
　．物件の購入契約の時点で上記の通知が行われていなかった場合には，購入者はこの契約を破棄することが
　できる。またこの契約に関して手付金等を支払っていた場合には，その全額の返済を求めることができる。
第9条　住宅組合の融資と住宅の価格
　：住宅組合の融資契約締結に先立って，融資の実行が住宅の購入価格の適正を保証するものではない旨の通
　知を会員に対して書面で行わない限り，住宅組合は購入価格の適正であることを保証したものと看傲す。
第10条　特定の住宅を販売する際の取り扱い
　：住宅組合が抵当権を有する不動産を売却する権利を有する者は，その売却価格が最適な価格であることを
　保証できるよう，適切な修理等を施さなければならない。
第1ユ条　手数料の支払等の取り扱い
　1抵当融資に関する事業の紹介料として，当該資産の販売に金銭的な利害関係を持つ者に手数料等を支払う
　ことを禁ずる。
第12条　融資の前提としての資産評価
　：住宅組合の会長または重役は，融資の前提となる抵当価値の評価を有能で経験のある人物に委託するなど，
　万全の措置を講ずる義務を有する。すべての住宅組合は，抵当価値の評価，追加的抵当の詳細などを含めて
　融資に伴う全記録を保管する義務を有する。この記録は会計監査人，およびユ894年住宅組合法第4条に基づい
　て任命される保険数理士の検査に供しなければならない。
第13条　売買に関する明細書等の公表
　　住宅組合は登録長官が定めた売買に関する明細書を，抵当融資の物件が販売されてから28日以内に抵当債
　務者に送付しなければならない。
第14条　1929年会社法の適用
　1住宅組合重役は，規定の無視，義務の不履行，信頼則の違反等に関して，ユ929年株式会社法372条が定める
　規定を適用する。
第！5条　法律的手続き
第16条　用語の定義
第ユ7条　経過措置
第ユ8条　名称，施行日，適用されない地域
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　当該の不動産の売却に金銭的利益を持つも
の等，あるいはその代理人等が，住宅組合に
よる融資の実行自体を当該の不動産が融資額
に対して充分な抵当価値を有することの証明
であると融資を受ける者に対して述べた場
合，その言明が眞実であることを確信するに
足る充分な理由があることを法廷で証明亡き
なければ，£100以下の罰金，または3ヶ月
以下の禁固，もしくはその両者の刑を即決裁
判で科すものとする。
　つまり，ボーダーズ夫人訴訟では，ブラッド
フォード住宅組合による融資の実行が当該物件
の優秀性を示すというニュアンスを建築業者モ
レルが顧客に伝えたことに対して，住宅組合が
貢任を有するか否かが問われ，詐欺罪の成立要
件を満たしていないとの判断が下された。それ
に対してここでは，このような勧誘をすること
がモレルの側の責任問題としてかなり厳密なた
ががはめられ，建築業者など当該の物件を販売
するなどの行為に金銭的利害を有する第三者
が，住宅の品質を証明する根拠として住宅組合
による融資の実行を安易に持ち出してはならな
いことが明確に表現されている。
　それでは融資を実行する住宅組合自体は，融
資の対象である住宅の品質に対してどのような
関係にあるとみなされているのだろうか。この
点を理解する上で重要な背景的な事実に若干触
れつつ，1939年法の立場を見てみよう。
　すでに紹介したように，ボーダーズ夫人訴訟
の控訴審では，融資の前提たる資産評価が厳正
に行われていれば住宅組合は当該住宅の品質を
知悉しているべきであること（したがって欠陥
を隠蔽する建築業者のパンフレットの叙述に住
宅組合は責任を持つこと）が認められたが，最
高裁ではこの判断が一転して覆えされた。住宅
組合が行う資産評価に関して住宅組合関係者が
どのような認識をもっていたか，またそれは時
代によってどのように変遷したかを総合的に論
ずる準備は今はない。しかしごく一般的に言え
ば，資産評価は住宅組合の融資の前提になる重
要なものであり厳正に行われるべきであること
は，19世紀後半の住宅組合関係者のあいだでは
自明のことと認識されていたと言えるであろ
う。他方ではこれとまったく対極的な見解も第
二次大戦後には表明されている。一例を挙げる
と，ボーダーズ夫人訴訟が終わってから1939年
法の制定までの期間に，住宅組合が融資を行う
住宅およびその資材の品質に責任を持つべきで
あるとする議論が出てきたこと仙に関連して，
プライスは次のように述べるのである。「これ
は，抵当債権者は担保として受け取る資産の品
質に責任を持つべきであるという，まったく奇
妙な主張であった。この主張は…住宅団地の多
数の住宅について住宅組合に査定の依頼が来る
はるか以前に，漆喰塗りや塗装などの外装の段
階がとっくに過ぎていたという事実を完全に見
落としていたのである伽。」
　このような二つの極端と対比すると，1939年
法はどちらかといえば前者寄りの中間に位置す
るように思われる。すなわち，第ユ2条で抵当価
値評価を厳正に行うことを求め，その上で第9
条の規定を置いている（やや特殊な場合だが第
10条の規定もそうした趣旨にあると考えられ
る）。第9条の規定をよく考えれば，住宅組合
が融資する物件の価格を適正でないと自ら言明
することなどほとんどありえないと思われるの
で，結局のところ，1939年法は住宅組合の融資
がその住宅の品質や価格の適正を証明すべきで
あるとの考えを受け入れるよう求めていると解
釈することも可能であろう。第！1条は，これに
関連して，ボーダーズ夫人訴訟判決ではきわめ
て法形式的に片づけられた住宅組合と建築業者
等の第三者との結託を禁じ，住宅組合が独立機
関として判断を下さなければならないことを定
めている。
　また第6，7，8，13条は，融資会員＝抵当
債務者と登録長官に対して，割増融資や見返り
担保に関する建築業者との協定に関する情報開
示を住宅組合に求めたものである。ボーダーズ
夫人訴訟では取りたてて表面に出てこなかった
が，割増融資が融資会員の利益に添うとされる
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割りには融資会員に対して情報開示が十分でな
く，時には建築業者との協定の存在を知らせず
に融資を実行する例すらあった状況の改善が目
論まれていると見られよう。これらの条項は，
基本的には1894年住宅組合法における会計情報
の開示の流れ43〕を受けながら，こうした点の改
善を目指したものと解釈する事ができる。最後
に第14条では，住宅組合経営陣の責任について，
1929年株式会社法が求めるのと同じ責任を負わ
せることを認めている。
　一言で言えば，新築住宅のマーケットを拡大
したい建築業者の意向と，融資会員のすそ野を
拡大し，かつ融資をめぐる競争を有利に展開し
て融資圧力を軽減したい住宅組合の動向によっ
て，まったく野放図に行われていた建築業者預
託金制度に関して，1939年住宅組合法は基本的
に当時行われていた状態のままで承認しなが
ら，いくつかの緩やかな法的な枠をはめたと見
てよい。ここにおける住宅組合と法律＝国家と
の関係は，基本的に19世紀の住宅組合法におけ
るそれと変っていないことが確認できる。
　　　　　　　　　　　注
1）ユ921年から1938年までの間に，およそ350万の新し
　い家族が誕生したと言われている。Powen（1980），
　P．90．
2）Powe11（ユ980），pp．91－92，Bumett（ユ986），p．252．
3）Bumett（1986），p，92．建売住宅について一言。
　　イギリスの文献でspecu1ative　bui1dingsとかspecu－
　lativebui1dersと名づけられているものは，わが国
　では「投機的住宅」「投機的建設業者」と訳される
　　ことが多い。もちろんSpeCulatiVeには「投機」と
　いう意味もあるが，ここでは「注文があって，つ
　　まり売れることが分かっていて建築するのではな
　　く，売れるかどうか分からないが，とりあえず建
　築する」ということ，すなわち「建売住宅」「建売
　住宅の建築業者」といった意味の方が強い。コス
　　トの何倍もの値段で売りぬける投機を行う建築業
　者というイメージは，ここではやや実像から離れ
　　ると思われる。
4）Powe11（1986），p．88．
5）島（ユ998a），56ぺ］ジ。
6）通常の住宅組合とスター＝バウケット型住宅組合
　　の関係，対立の発展，19世紀の住宅組合運動にと
　　ってその意味については，島（1998a），3章を参
　　照のこと。
7）住宅組合への投資会員に対する所得税を免除ない
　　しは軽減することも，住宅組合の基金を潤沢にし
　　て，積極的な融資を試みる条件を整備することに
　　貢献したと考えられる。そのための試みはかなり
　　早くから行われていた。住宅組合をめぐる所得税
　　問題は，極めて限定した形ではあるが島（1998b）
　　で論じている。
8）抵当融資は，住宅組合や保険会社，友愛組合など
　　の協同組合も行っていたし，また個人の金貸しに
　　よる私的抵当融資priVate　mOrtgageも，具体的な方
　　法には多少の違いがあったにもかかわらず，本質
　　的には同じ抵当融資に他ならない。
9）抵当債権者は融資の回収を確実ならしめるために
　　住宅の価格（または評価額）の一定割合（通常は
　　75％程度）に相当する額しか融資を行わなかった。
　　島（ユ998a），28ぺ一ジ。
ユO）これに加えて登記等に伴う法律的費用や土地・家
　　屋の評価のための費用も（住宅の価格，地域，時
　　代によって大きく異なるが）必要であった。この
　　段階でその額はおよそ£ユ5一£35程度と見積もら
　　れている。Jackson（1973），p．194．
11）したがってスター＝バウケット型住宅組合では
　　1OO％の融資が約束された事実は，特別の意味を持
　　っている。島（1998a），77ぺ一ジ。
ユ2）C1eary　（1965），p．196．
ユ3）Bow1ey（ユ966），p．374．
ユ4）Boddy　（1980），p，63，p．118．
15）島（ユ998a〕，7ぺ一ジ。
16）以下の叙述はBrace，J．（I93ユ），pp．178－182に依拠
　　している。
17〕19世紀末になると，住宅組合の融資対象は個人の
　　居住用住宅だけでなく，賃貸用の住宅や産業施設
　　の建設・購入にまで拡大されており，住宅組合関
　　係者の間で固執されていた「主として労働者階級
　　に持家居住を広めるための組織」という体裁およ
　　び建前との間で，深刻な矛盾を形成していた。ユ9
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　　世紀の基礎資料の一つである『友愛組合と住宅共
　　済組合に関する法の作用を検討するための王立委
　　員会（ユ871一ユ872年）』には，そうした事実が公然
　　と述べられている。後者の点を含めて島（ユ998a），
　　52－65ぺ一ジを見よ。
18）　Jackson　（ユ973），　P．ユ95．
19）コゥエンは£500の住宅をモデルとしてあげている
　　ので，ブレイスのモデルと比較するためにその数
　　字は2倍している。
20）Cohen　（ユ933），p，59．
21）BeHman（ユ935），p．126，Bel1man（1949），pp．
　　ユ09－110．
22）中央・地方政府と住宅組合が割増融資（評価額の
　　70％～90％）に対して責任を持つ制度。1933年住
　　宅（信用供与）法，1936年住宅法などによって定
　　められた。こうした制度について詳しく論じた別
　　稿を用意している。
23）Ri1ey　（1935），p．96．
24）Hodgson（1929），pp．65－78．
25）コ］オペラテイブ住宅組合が設立した保険会社。
　　住宅組合が保険会社を設立する例は19世紀以来し
　　ばしば認められる。
26）Mansbridge（1934），pp，97－98．
27）コーオペラティブ住宅組合では委託金制度を採用
　　していなかったか，もしくは採用していたとして
　　もその事実を伏せていたカ㍉どちらかと判断され
　　る。
28）Be11man（1949），pp．111－1ユ2．
29）これに続けてブラブルックは次のように述べる。
　　「この預託に関しては，住宅組合の預金depositを受
　　け入れる権限の拡大になるのかどうか，という興
　　味深い問題が生ずる。」つまり，depositという言葉
　　の二義性に注目して，住宅組合が会員の積立以外
　　に，融資の条件としての拠出とは異なる借金（ま
　　たは預金）を受け入れてもよいかどうか，という
　　問題と預託金の問題とを関連させているのである。
　　なお，預金の受け入れは，融資を受けるものは必
　　ず拠出し，逆に拠出するものは必ず融資を受ける
　　という住宅組合会員の条件，すなわち「融資と拠
　　出との厳密な一致」を揺るがすものであり，1874
　　年住宅組合法で，一部の条件付きとは言えはじめ
　　て認められた。島（1998a），40ぺ一ジ以下。
30）1836年住宅組合法第1条，1874年住宅組合法第ユ3
　　条，1894年住宅組合法第13条。
31）Brabrook　（ユ906），p．ユ07，
32）Be11man（1927），p．40，p．127．
33）以下のコゥエンの主張はCohen（1933），pp．58－61
　　による。
34）5％の利息を14年3ケ月支払うのが普通だとする
　　と，割増融資では5，5％の利息を21年問支払わなけ
　　ればならないとされる。これはおよそ1．6倍強に該
　　当する。
35）世紀の交に明らかになった住宅組合の乱脈経営な
　　どの事態と関連して，住宅組合にとっての「倫理
　　コード」を制定すべきだとの論争が行われた。
　　Price　（ユ958），pp．407－438．
36）ボーダーズ夫人訴訟の詳細に関する以下の叙述は，
　　Price　（ユ958），　pp．439－449，Jackson　（1973），pp．
　　197一ユ99に依っている。
37）後掲注）39を参照のこと。
38）Price　（ユ958），pp，447－448，
39）本稿では遺憾ながら裁判資料を参照していないの
　　で確かなことは分からないが，プライスの叙述か
　　らはボーダーズ夫人がすでに払っていた返済金の
　　返還だけは承認されたように思われる。ただ，こ
　　のような裁定の背後には，ブラッドフォード住宅
　　組合が裁判所に提出した抵当証券が本来の抵当証
　　券（欠陥箇所の修正を条件として明記している）
　　と異なっていたという事情があった。つまりブラ
　　ッドフォード住宅組合はこの点では裁判所をペテ
　　ンにかけようとしたわけで，一審で被告からこの
　　点を指摘されたブラッドフォード住宅組合側は二
　　度とこれを争点にしなかった。
40）Bumett（ユ986〕，p．201参照。
41〕ボーダーズ訴訟の一審判決が出された直後（ユ939
　　年2月21日）に，女性議員ミス・ウイルキンスン
　　がこのような趣旨の住宅組合法案を提出している。
　　Hans纈rd　Parliamentary　Debates，vo1，344，pp．211－
　　213．
42）Price（1958），p．449．事実としてその通りかもし
　　れないが，それでは融資会員から特別に費用をと
　　ることさえあった査定というのは，一体何を評価
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　　　　し，何のために行われるのか，という疑問はプラ
　　　イスの一悪、考の範囲外であったようである。
43）島（1998a），102－108ぺ一ジ。
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